






































































                                                                
2  団塊世代が 65 歳を迎え始める 2012 年以降に改めて「ふるさと回帰」への期待が寄せられ、「2012 年問
題」として再提起されている（認定 NPO法人ふるさと回帰支援センター事務局長補佐・嵩和雄氏談）。 
3  〔『戦後 60 年の再出発 若者はなぜ農山村に向かうのか』（『現代農業』2005 年 8 月増刊），農山漁村文化協
会，2005年〕 
4 〔「ホッとする地元のきずな」日本経済新聞 2009年 7月 18日付記事，「地域おこし協力隊 支え合う若者と
過疎地」読売新聞 2012年 10月 4日記事など〕 
5  169 市町村は、地域おこし協力隊事業を「市町村分」で取り組む数であり、「都道府県分」で実施する市町
村数は含んでいない（総務省地域力創造グループ人材力活性化・連携交流室 「平成 24 年度地域おこし協
力隊実態調査結果（平成 24年 7月 1日現在）」による）。 


































                                                                
8 椎川氏は併せて「いってみれば「緑のふるさと協力隊」は「地域おこし協力隊」の生みの親」とも述べてい
る。〔椎川忍「地域と青年たちの麗しい交流の実態」『農山村再生・若者白書 2010』編集委員会編『どこに
もない学校 緑のふるさと協力隊 農山村再生・若者白書 2010』農山漁村文化協会，pp.171，2010年〕 
9 〔「地域おこし協力隊 隊員 7割が定住」日本農業新聞 2012年 4月 24日付記事〕 
10 九州ツーリズム大学 2012 年 10 月講義「ふるさと回帰の現状と課題」における嵩和雄氏（前掲）の報告資
料による。 






























                                                                
11 本稿第 2 章における NPO法人地球緑化センターへのヒアリング調査（2010 年 9月 14日実施）および第 4














  総務省 NPO 法人地球緑化センター 地域づくりインターンの会 
  地域おこし協力隊 緑のふるさと協力隊 地域づくりインターン 



































対象 募集地域による 18～35 歳の若者 首都圏に住む学生 
派遣の位置づけ 地域おこし協力隊員（独自呼称も） 緑のふるさと協力隊員 インターン生 
期間 
概ね 1 年以上最長 3 年（募集地域
による） 
1 年間 2 週間～1 ヶ月程度（7－9 月） 
参加地域数（2011 年度） 147 自治体（3 府県・144 市町村） 45 市町村 12 市町村 




















































    
資料：［地域おこし協力隊］：総務省・地域おこし協力隊 HP 掲載パンフレット類 
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-gyousei/02gyosei08_03000066.html（最終アクセス：2012/10/23） 
［緑のふるさと協力隊］：2011 年度募集ちらし，『農山村再生・若者白書 2010』編集委員会編『どこにもない学校 緑のふ






























































 緑化センターにおける 1 年間のプログラムは、「起承転結」の展開になぞらえて表現され、若者
と地域の成長に事務局が寄り添う仕組みが随所に見受けられる15。最初の 3 ケ月間にあたる「起」












15 NPO法人地球緑化センター金井久美子事務局次長へのヒアリングによる（2009年 2月 3日実施）。 







した上で何をしたいのか、自分で動きてきたことをまとめる「結」の 3 ケ月を経て、年度末の 3 
月に公開報告会を兼ねた総括研修において、派遣地ごとの展示ブースで隊員が 1 年間の経験を発
表する。 






















                                                                
16 地域づくりインターンの会の定款には、学生が事務局を設置できなくなった場合には、休会する項目が設け

































が示唆する力点を有意義に活かして欲しい17。      
                                                                
17 〔「地域の一員に―「協力隊」の理念と意義」『農山村再生・若者白書 2010』編集委員会編，前掲書，
pp.10〕 























 筆者によるヒアリング調査の分析では、6 人の隊員の志向には大きく 2 つの傾向が見出された。 
1 つは、「田舎暮らし志向型」、もう 1 つは「開業・起業志向型」と表現しうるものであり、小菅村
では、それぞれ 3 人ずつに分類できた。以下に各隊員の応募に至った経緯と 1 年目を終える段階
での展望を示しながら傾向をまとめる19。     
 










































 この 3 名の隊員には、もともと実家や学生時代の経験などで農山村地域と接点があり、その原
体験をベースにして協力隊に応募した点が共通している。さらに、地域で生活を始めると、次第
































































 今回取り上げた小菅村での協力隊員の展開は、まさに 2 章で取り上げた「緑のふるさと協力
隊」の起承転結に示される 1 年間の流れと重なり合うものと言えよう。それ故に、緑化センター
の金井事務局次長が指摘する、地域おこし協力隊の 3 年間を「 1 年＋ 2 年」で捉える見方はまさ
に的を射ており、今後の 2 年間を通して、隊員がどのような活動を積み重ね、任期後の進路を決
めていくのか、引き続き動向を追跡していきたい。      





  A さん Ｂさん Ｃさん 
年齢・性別 20 代・女 29 歳・男 ・女 
出身 新潟・旧新津市出身 山口県山口市 東京・八王子市出身 
























































  D さん E さん F さん 
年齢・性別 27歳・男 29 歳・男 37歳・男 
出身 茨城・ひたちなか市出身 愛知・長久手町出身 山梨・小菅村出身 








































































済の冷え込みにより、住民投票で合併の方針が固まり、2005年 2 月に近隣 3 町とともに下関市に
合併するに至っている23。 





















































受入年度 協力隊 受入人数 定住者   
1996 3 期生 2     
1997 4 期生 2     
1998 5期生 2     
1999 6 期生 2 2 G さん（26歳・男性）：神奈川・秦野出身。会社辞めて協力隊へ。森林組合作業班勤
務。8 期生と結婚。豊田在住。         
        H さん（女性）：豊田在住 
2000 7 期生 2     
2001 8 期生 4 2 I さん（女性）：6 期生の G さんと結婚。豊田在住。 
        J さん（男性）：市役所勤務。結婚して家を構えた。下関市街在住。 
2002 9期生 4     
2003 10期生 4     
2004 11期生 4   
この時期に 2 人残るも、1～2 年で戻る。 
2005 12期生 4   
2006 13 期生 2 1 K さん（男性）：兵庫・明石出身。北海道で児童福祉の仕事辞めて協力隊へ。夫婦で移
住。昨年まで道の駅勤務。現在、看護学校に。豊田在住。         
2007 14 期生 1     
2008 15期生 2 1 L さん（男性）：商工会議所勤務。下関市街在住。 
2009 16 期生 1 1 M さん（女性）：豊田近隣の三セクに勤務。豊田在住。 
2010 17 期生 1     
2011 18 期生 1 1 
N さん（35 歳・男性）：横浜出身。会社を退職し協力隊へ。集落で活動。道の駅勤務に。 
        
その他     1 
O さん（男性）：大阪出身。協力隊 8 期で、宮崎・日之影町に派遣。派遣後、大阪・京都
で働き、6 期生の G さんを頼って、豊田に移住。森林組合勤務。豊田近隣に在住。 
        












































                                                                
25 対称的に「緑のふるさと協力隊」については、過去に応募動機をアンケートで問うているが、「農林業での





27 〔秋津元輝「農村暮らしの再建とスモールビジネスの展開」『農業と経済』74 巻 13 号，2008年〕 
農山村地域に向かう若者移住の広がりと持続性に関する一考察 
―地域サポート人材導入策に求められる視点― 
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ていく必要があり、そこから、受け入れ地域や集落における若者移住の位置づけも明確にされよう。 
本稿では、あくまで現時点における一考察に留まっているが、筆者としては、農山村地域におい
て新たな局面を示す若者移住の動向を引き続き捉えながら、その持続性と地域資源管理の担い手継
承に与える影響について、更なる検討を進めていく所存である。 
 
 本稿は、公益財団法人全国銀行学術研究振興財団2009年度研究助成「都市と農山村の協働活動
における人材育成の条件と課題―農山村地域の持続性に関わる次世代の担い手確保に向けて」の成
果の一部である。 
